
川越市商店街空き店舗対策事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の空き店舗の利活用を促進し、商店街の振興及び

活性化を図るため、商店街又は新規出店者が空き店舗を活用して行う事

業に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて、必要

な事項を定めるものとする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、川越市補助金等の交付手続等に関する

規則（昭和５４年規則第９号。以下「規則」という。）に定めるもののほ

か、この要綱に定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

 ⑴ 商店街 次に掲げる団体をいう。 

ア 商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）に基づき設立され

た商店街振興組合 

イ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づき設立

された事業協同組合 

ウ 一定の地域において、おおむね１０店舗以上の商店により構成され

た団体であって、規約等の定めがあるもの 

 ⑵ 新規出店者 商店街の区域内の空き店舗に出店する個人又は法人で

あって、次に掲げる要件を全て満たすものをいう。 

  ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）に定める営業に該当しないこと 

  イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号の暴力団に関係していないこと 

  ウ 既に市内において事業を営んでいる者が、移転により別の場所で事

業を行う場合で、移転前の店舗を空き店舗としていないこと 

  エ 出店区域内の商店街の会員であること（事業開始にあたり、入会す

る者を含む。） 

  オ 市税を滞納していないこと（申請年度に本市以外の市区町村民税の



賦課があった場合には、当該税を含め滞納をしていないこと。） 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、過去

に商業の用に供され営業していた実績があり、３箇月以上事業が行われ

ていない状態が継続している物件を活用し、かつ、２年以上継続して実

施することが見込まれる事業のうち、次に掲げる事業とする。 

 ⑴ 商店街が実施する共同事業 

 ⑵ 新規出店者が行う小売業、飲食業又はサービス業 

 ⑶ その他商店街又は新規出店者が行う事業で、商店街の振興及び地域の

活性化に寄与すると市長が認める事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、補助

対象事業から除くものとする。 

 ⑴ この補助金の交付決定以前に着手している事業 

 ⑵ 国、県又は市が実施する他の補助制度の適用を受ける事業 

 ⑶ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他の法令に違反する事

業 

 （補助対象事業に係る施工業者） 

第４条 補助対象事業に係る外装、内装、設備等の工事（以下「改修等」と

いう。）を行う場合の施工業者は、市内に事業所を有する業者とする。た

だし、特殊な内外装の施行や専門的な設備機器の導入に係る場合は、こ

の限りでない。 

（補助対象経費、補助金額等） 

第５条 補助金の対象となる経費、補助金額等は、別表のとおりとする。た

だし、補助金額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り

捨てた額とする。 

２ 前項に規定する賃借料のうち会計年度を越える月分の補助については、

翌会計年度の予算状況に基づき決定するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助対象事業を実施する者は、補助金の交付を受けようとするとき

は、川越市商店街空き店舗対策事業補助金交付申請書（様式第１号）を



当該事業実施前に市長に提出するものとする。 

２ 規則第４条第２項第５号に規定する市長が定める事項に係る添付書類

は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 市税の滞納がないことを証する書類 

 ⑵ 事業計画書 

 ⑶ 改修等にあっては、見積書の写し、図面、改修等前の現況写真等 

 ⑷ 空き店舗の賃貸借契約書の写し 

 ⑸ 商店街に加入したことを証する書類 

 ⑹ 現地案内図 

 ⑺ その他市長が必要と認めるもの 

３ 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類は、添

付することを要しない。 

 （補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請書の提出があった場合は、速やかに

審査し、補助金の交付を決定したときは、川越市商店街空き店舗対策事

業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、不交付を決定したとき

は、川越市商店街空き店舗対策事業補助金不交付決定通知書（様式第３

号）により、当該申請者に通知するものとする。 

（事業の変更） 

第８条 前条の規定による補助金の交付決定を受けた者（以下「認定事業者」

という。）は、第５条の申請に係る事業を変更しようとするときは、川越

市商店街空き店舗対策事業補助金事業変更承認申請書（様式第４号）を

市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、速やかに審査

し、適当と認めるときは、川越市商店街空き店舗対策事業補助金事業変

更承認通知書（様式第５号）により、当該認定事業者に通知するものと

する。 

 （状況報告） 

第９条 認定事業者は、市長の要求があったときは、補助対象事業の遂行状

況について、当該要求に係る事項を書面で市長に報告しなければならな



い。 

（実績報告書等） 

第１０条 認定事業者は、改修等に要する経費の支払が完了したときは、川

越市商店街空き店舗対策事業補助金実績報告書（改修等）（様式第６号）

及び次に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。 

 ⑴ 改修等に係る領収書又は支払を証明する書類の写し 

 ⑵ 改修等後の現況写真 

 ⑶ その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項に規定する報告書の提出時期は、改修等に要する経費の支払が完了

した日から起算して３０日以内とする。ただし、補助金の交付決定を受

けた会計年度を越えることはできないものとする。 

３ 認定事業者は、店舗の賃借料の支払をしたときは、６月、９月、１２月

及び３月の各月末までに、提出月を含む直近３箇月分を対象として、川

越市商店街空き店舗対策事業補助金実績報告書（賃借料）（様式第７号）

及び次に掲げる書類を市長に提出するものとする。 

 ⑴ 賃借料に係る領収書又は支払を証明する書類の写し 

 ⑵ その他市長が必要と認めるもの 

 （補助金の交付） 

第１１条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出があった場合には、

速やかに審査し、適正であると認めたときは、補助金を交付するものと

する。 

２ 前項に規定する補助金の交付は、川越市商店街空き店舗対策事業補助金

交付確定通知書（様式第８号）により、当該認定事業者に通知するもの

とする。 

 （補助対象事業の廃止等） 

第１２条 認定事業者は、事業開始の日から２年未満に事業を中止し、又は

廃止しようとする場合には、川越市商店街空き店舗対策事業補助金事業

廃止等届出書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

 （交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当した場合は、補



助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

⑴ 前条に規定する届出書の提出により事業の中止又は廃止を承認した

場合 

⑵ 規則第１６条の規定に該当した場合 

⑶ この要綱の規定に違反した場合 

２ 前項に規定する交付決定の取消しは、川越市商店街空き店舗対策事業補

助金交付決定取消通知書（様式第１０号）により、当該認定事業者に通

知するものとする。 

 （補助金の返還） 

第１４条 市長は、前条の規定により交付決定を取り消した場合において、

既に補助金が交付されているときは、川越市商店街空き店舗対策事業補

助金返還命令書（様式第１１号）により、その全部又は一部の返還を命

ずるものとする。 

 （書類の整備等） 

第１５条 認定事業者は、補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした

帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備保管し

ておかなければならない。 

２ 前項の帳簿及び証拠書類は、当該補助対象事業の完了の日に属する会計

年度の翌会計年度の４月１日から５年間保管しなければならない。 

 （その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項

は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行前に交付決定を受けたものについては、交付決定時の要

綱の規定に従うものとする。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 



附 則 

 この要綱は、令和４年２月１０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表（第５条関係） 

補助対象経費 補助率 補助限度額 補助期間等 

改修等に係る経

費 
１／３以内 ４０万円 初年度のみ１回 

賃借料（敷金・礼

金を除く。） 
１／２以内 ５万円／月 １２箇月間以内 

 


